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学術機関との共同研究による健康データの解析事務に係る保有個人情報の目的

外使用、外部提供及びオンライン結合による提供について（諮問） 

 

所属課等名 経営企画部都市戦略課 

経営企画部デジタル・ガバメント推進室 

 

１ 健康データ解析事務について 

 

 （１）事務（事業）の名称 

    学術機関との共同研究による健康データ解析事務 

  

 （２）事務（事業）の根拠・目的 

    今まで各課が個別で保有していたデータを連結し、学術機関（以下、「委託先学術

機関※」という。）に委託し、解析をすることで、市民全体の健康状態や課題の把握、

保健事業の効果の解析・検証が行えるようになり、科学的根拠（ＥＢＰＭ）に基づく

保健事業を推進することで、市民サービスの向上につながる。 

具体的な活用事例としては、健康管理支援が必要なハイリスクの市民を判定し、

効果的にアプローチすることなどが可能になることが見込まれる。 

また、学術機関と共同研究を行うことにより、今後の健康増進政策に活かせる先

進的な知見を得ることができる。 

※委託先学術機関…九州大学及び神奈川県立保健福祉大学 

 

 （３）事務（事業）の概要 

   ① 対象者 

2017 年度以降、横須賀市において、下記②に示すデータ等がある横須賀市民 

 

② 連結・解析するデータ 

介護レセプト、介護認定調査票、高齢福祉サービスデータ、災害時要援護者情

報、後期高齢レセプト、国保医療レセプト、後期高齢レセプト、生活保護医療レ

セプト、被保護者調査データ、各種健診データ、各種予防接種データ、住基デー

タ、横須賀市独自の施策（健康教室、フレイル関連の帳票） 

     委託先学術機関へのデータの提供に際しては、個人を特定できない匿名化した

情報に加工※した上で提供する。 

※氏名の暗号化、住所の「丁目以下」の削除、生年月日の「日」の削除、被保険者番号の暗号

化など。加工作業は、既に他自治体でも類似事例の取り扱い実績のあるＮＴＴ東日本に委託

を行い、確実な加工を行い提供する。 

区 分 個別 案件番号  
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 ③ データ提供の流れイメージ図 

 

 

 

２ 本件諮問に至る経緯及び諮問理由について 

 （１）委託先学術機関について 

   九州大学は、福岡県久山町で 60 年間以上にわたり生活習慣病（脳卒中・虚血性心疾

患、悪性腫瘍・認知症など）の疫学調査を 40 歳以上の全町民を対象として行うなど、

先進的な知見を有していることに加えて、神戸市など、他自治体でも、本市で実施予定

である類似のデータ解析の取り組みを既に行っている。 

   神奈川県立保健福祉大学は、介護や栄養など、健康増進政策推進に必要な、専門的な

知見を備えていることに加えて、本市と包括連携協定を結んでいる。 

   これらのことから、当該事業の委託者として適任であると考える。 

 

 （２）データを使った健康管理支援について 

   国の政策としても、保健事業と介護予防の一体的な実施や生活保護者の健康管理支

援のため、国の政策として医療・介護データ等を活用した一体的な解析が求められてい

る。 
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 （３）諮問理由 

   以上のことから、横須賀市では今後の健康増進政策の検討の基礎とするため、健康デ

ータ解析にかかる共同研究を行いたいと考える。 

   そのためには、様々な健康に関する個人情報を利用する必要があるため、横須賀市個

人情報保護条例（以下「条例」という。）第９条第１項第５号、第２項ただし書及び第

12 条第２項の規定に基づき、大学との共同研究による健康データの解析事務に係る保

有個人情報の目的外利用、外部提供、本人通知の省略及びオンライン結合による提供に

当たると考えられるため、本審議会に意見を求めるものである。 

 

 ３ 目的外利用する保有個人情報について 

   別紙１のとおり 

 

 ４ 外部提供する保有個人情報について 

   別紙２のとおり 

 

 ５ オンライン結合により提供する保有個人情報について 

   別紙３のとおり 

 

 ６ 安全管理措置等について 

 （１）データの収集に関しては、原課で出力したデータを、パスワードをかけた電子記録

媒体に記録し、横須賀市役所内の鍵のかかるキャビネットで保管したのち、公文書管

理規則に基づき適切に廃棄する。 

 

 （２）匿名化作業について 

① 委託事業者（ＮＴＴ東日本）が横須賀市役所内で作業を行う。作業にあたっては、

その所属を明らかにし、作業予定を市に提示するなどし、市で作業内容を管理する。 

 

② 匿名化作業は市役所内に設置した、スタンドアローンの端末１台で行う。端末は

持ち出さず市で管理する。 

 

③ データ変換終了後は、端末に、データが残存していないか、市で確認を行う。 

 

④ データが確実に匿名化されたかの確認は、無作為抽出により、市で内容の確認を

行う。 

※NTT 東日本は山形県長井市において、本事例と同様の案件を手掛けており、同様の事例におけ

る、個人情報の取り扱い方法を熟知している。 
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７ 条例第９条第２項の規定による本人通知について 

 

□ する  ■ しない 

 

（する場合はその時期、しない場合はその理由） 

 本人に通知をしても、本人の判断が求められるものではないため。 

 

 

 

 

 

 

 

 



◎別紙１　目的外利用する保有個人情報

主管課名 事務の名称 利用する情報 理　　由

1 健康保険課
国民健康保険の保険給付に
関する事務

診療明細情報
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

2
神奈川県後期高齢者医療広
域連合

後期高齢者医療制度の保険
給付に関する事務

診療明細情報
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

3 介護保険課
介護保険の保険給付に関す
る事務

介護利用明細情報
介護事業評価及び社会保障
費分析のため

4 介護保険課
介護保険の認定調査に関す
る事務

介護認定に関する身体状況
要介護に至る経過分析のた
め

5 介護保険課 高齢者福祉施策事務
高齢福祉サービス利用者情
報

医療・介護データ等を活用
した一体的な解析の精度を
上げるため

6 介護保険課 高齢者福祉施策事務 災害時要援護者情報
最適な福祉サービス提供方
法の分析のため

7 生活福祉課 生活保護の給付事務 診療明細情報
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

8 生活福祉課 生活保護の調査事務 被保護者調査データ
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

9 健康管理支援課 健診・検診に関する事務 各種健診・検診結果情報 健康課題分析のため

10 健康増進課 介護予防事業 介護予防教室等参加者情報
要介護に至る経過分析およ
び介護予防のため

11 保健所企画課 予防接種事務 予防接種の接種状況情報

医療・介護データ等を活用
した一体的な解析の精度を
上げるため

12 窓口サービス課 住民基本台帳事務 住基データ

各データを連結すること
で、一体的な解析を行うた
め



◎別紙２　外部提供する保有個人情報

主管課名 事務の名称 利用する情報 理　　由

1 健康保険課
国民健康保険の保険給付に
関する事務

診療明細情報
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

2
神奈川県後期高齢者医療広
域連合

後期高齢者医療制度の保険
給付に関する事務

診療明細情報
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

3 介護保険課
介護保険の保険給付に関す
る事務

介護利用明細情報
介護事業評価及び社会保障
費分析のため

4 介護保険課
介護保険の認定調査に関す
る事務

介護認定に関する身体状況
要介護に至る経過分析のた
め

5 介護保険課 高齢者福祉施策事務
高齢福祉サービス利用者情
報

医療・介護データ等を活用
した一体的な解析の精度を
上げるため

6 介護保険課 高齢者福祉施策事務 災害時要援護者情報
最適な福祉サービス提供方
法の分析のため

7 生活福祉課 生活保護の給付事務 診療明細情報
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

8 生活福祉課 生活保護の調査事務 被保護者調査データ
疾病傾向分析及び社会保障
費分析のため

9 健康管理支援課 健診・検診に関する事務 各種健診・検診結果情報 健康課題分析のため

10 健康増進課 介護予防事業 介護予防教室等参加者情報
要介護に至る経過分析およ
び介護予防のため

11 保健所企画課 予防接種事務 予防接種の接種状況情報

医療・介護データ等を活用
した一体的な解析の精度を
上げるため

12 窓口サービス課 住民基本台帳事務 住基データ

各データを連結すること
で、一体的な解析を行うた
め



◎別紙３　オンライン結合により提供する保有個人情報

公益上の必要性
個人の権利利益の侵害がな

いと認められる理由

1

健康保険課
国民健康保険の保険給付に
関する事務

診療明細情報
学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

疾病傾向分析および社会保
障費分析において学術的な
知見・評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

2

神奈川県後期高齢者医療広
域連合

後期高齢者医療制度の保険
給付に関する事務

診療明細情報
学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

疾病傾向分析および社会保
障費分析において学術的な
知見・評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

3

介護保険課
介護保険の保険給付に関す
る事務

介護利用明細情報
学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

介護事業評価および社会保
障費分析おいて学術的な知
見・評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

4

介護保険課
介護保険の認定調査に関す
る事務

介護認定に関する身体状況
学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

要介護に至る経過分析おい
て学術的な知見・評価を得
るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

5 介護保険課 高齢者福祉施策事務
高齢福祉サービス利用者情
報

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

学術的な知見・評価によ
り、医療・介護データ等を
活用した一体的な解析の制
度を上げるため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

6 介護保険課 高齢者福祉施策事務 災害時要援護者情報

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

最適な福祉サービス提供に
おいて、学術的な知見・評
価を得るため。

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

7 生活福祉課 生活保護の給付事務 診療明細情報

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

疾病傾向分析および社会保
障費分析において学術的な
評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

8 生活福祉課 生活保護の調査事務 被保護者調査データ

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

疾病傾向分析および社会保
障費分析において学術的な
知見・評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

9

健康管理支援課 健診・検診に関する事務 各種健診・検診結果情報
学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

健康課題分析において学術
的な知見・評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

10 健康増進課 介護予防事業 介護予防教室等参加者情報

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

要介護に至る経過分析およ
び介護予防において学術的
な知見・評価を得るため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

11 保健所企画課 予防接種事務 予防接種の接種状況情報

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

学術的な知見・評価によ
り、医療・介護データ等を
活用した一体的な解析の精
度を上げるため

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

12 窓口サービス課 住民基本台帳事務 住基データ

学術研究実施者
（九州大学、神奈川県立保
健福祉大学）

各データを連結すること
で、一体的な解析を行うた
め。

市の委託業者に対し、市の
監督環境下において不可逆
のデータ変換を実施し、個
人が特定できない状態を確
認し、提供するため

オンライン結合により提供する理由
主管課名 オンライン結合先利用する情報事務の名称


